
平成３０年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １ 府 省 庁 名   国土交通省       

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
株式会社海外交通・都市開発事業支援機構の資本割に係る課税標準の特例措置の創設 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

特例措置の対象とする株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（以下「機構」という。）は、世界のインフ

ラ需要が膨大であり、民間の資金とノウハウを期待する民間活用型が増加する中、交通や都市開発のプロジ

ェクトは､長期にわたる整備、運営段階の需要リスク、現地政府の影響力といった特性があるため、民間だけ

では参入が困難であることに鑑み、機構が出資・事業参画することにより、我が国事業者の当該市場への参

入の促進を図り、もって我が国経済の持続的な成長に寄与することを目的として、株式会社海外交通・都市

開発事業支援機構法（平成２６年法律第２４号）に基づき、平成２６年１０月に設立された法人である。 

 

機構の設立により、機構が地方企業等とともに現地企業体に出資、ハンズオン支援を行っていくことで、

国内事業にとどまっている我が国企業の海外展開が促進されるほか、地方企業の持つ技術やノウハウ・人材

などが活用され、地方企業の成長や地域活性化等に貢献している。 

 

機構は、金融機関が行う金融及び民間の投資を補完するためにリスクマネーの供給を行うため、十分な財

務基盤を有していることが求められることから、必然的に多額の資本金等が必要となるが、資本割による多

額の税負担が生じることで、業務遂行のための財産基盤が損なわれ、当該役割を適切に果たせなくなるおそ

れがあることから、これを回避する措置が必要である。 

 

・特例措置の内容 

機構について、平成３０年４月１日から平成３２年３月３１日までの間に開始する各事業年度分の事業税

に限り、資本割に係る課税標準を２０億円とする。なお、適用年限については、株式会社海外交通・都市開

発事業支援機構法附則第４条の規定により、この法律の施行（平成２６年７月）後５年ごとに、この法律の

施行状況について検討を加え、必要な措置を講ずるものとされていることを踏まえ、平成３１年度までとす

るものである。 

 

関係条文 

 

 地方税法第７２条の１２第１項第１号ロ、株式会社海外交通・都市開発事業支援機構法附則第４条 

 

減収 

見込額 

［初年度］▲４６１（－）  ［平年度］▲４６１（－） 

［改正増減収額］  －                            （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

機構による支援を通じて、インフラの海外展開を推進する。なお、「質の高いインフラ輸出拡大イニシアティ

ブ」（平成２８年５月総理発表）においては、世界の膨大なインフラ需要等に対応し、資源価格低迷による経

済減速及び将来の資源価格高騰リスクを低減させ、日本企業受注・参入を一層後押しするため、今後５年間

の目標として、インフラ分野に対して、約２０００億ドルの資金等を供給するとされている。 

 

（２）施策の必要性 

機構が業務を遂行するに当たり、財政投融資特別会計投資勘定による更なる資本金等の増額が見込まれ、ま

た、平成２８年度税制改正により税率が上がる中、機構について従前どおり資本金等の額に対して課税され

る場合には多額の税負担が生じ、機構の業務遂行のための資本金等が損なわれることから、これを回避する

必要がある。従って、法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置（資本金等の額を銀行法施行令で定め

る銀行の最低資本金（20 億円）とする、法人事業税の資本割に係る課税標準の特例措置）を講じることによ

り、機構の税負担を軽減させることが不可欠である。 
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本要望に 

対応する 

縮減案 

－ 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

質の高いインフラ輸出拡大イニシアティブにおいて、機構のリスクマネーの供給拡大を可能と

するよう、機構について十分な財務基盤を確保するとされている。 

また、「国土交通省インフラシステム海外展開行動計画2017」においても、増加するPPP方式で

のインフラ整備・運営の要請に積極的に対応していくために、機構の役割を積極的に活用して

いくこととされている。  

政策の 

達成目標 

機構による支援を通じて、インフラの海外展開を推進する。なお、質の高いインフラ輸出拡大

イニシアティブにおいては、世界の膨大なインフラ需要等に対応し、資源価格低迷による経済

減速及び将来の資源価格高騰リスクを低減させ、日本企業受注・参入を一層後押しするため、

今後５年間の目標として、インフラ分野に対して、約２０００億ドルの資金等を供給するとさ

れている。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

２年間（平成３０年度～平成３１年度） 

同上の期間中

の達成目標 

機構による支援を通じて、インフラの海外展開を推進する。なお、質の高いインフラ輸出拡大

イニシアティブにおいては、世界の膨大なインフラ需要等に対応し、資源価格低迷による経済

減速及び将来の資源価格高騰リスクを低減させ、日本企業受注・参入を一層後押しするため、

今後５年間の目標として、インフラ分野に対して、約２０００億ドルの資金等を供給するとさ

れている。 

政策目標の 

達成状況 

平成２６年１０月２０日の設立以降、機構は９件の支援を決定し、インフラシステムの海外展

開支援に一定の役割を果たしている。しかしながら、質の高いインフラ輸出拡大イニシアティ

ブにおいて今後５年間で約２０００億ドルの資金等を供給するとされ、これを実現するために

は、機構がより一層、その役割を果たしていくことが期待される。 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

461百万円の見込み。 

（算出根拠） 

① 特例措置適用前 資本金額 898.45億円×税率0.525％＝472百万円 

② 特例措置適用後 資本金額  20億円×税率0.525％＝ 11百万円 

③ ①－②＝461百万円 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

機構が業務を遂行するに当たり、財政投融資特別会計投資勘定による更なる資本金等の増額が

見込まれ、また、平成２８年度税制改正により税率が上がる中、機構について従前どおり資本

金等の額に対して課税される場合には多額の税負担が生じ、機構の業務遂行のための資本金等

が損なわれることから、これを回避する必要がある。本措置を講じることにより、機構におい

て出資のための資金や出資を行うための調査費用を捻出することができ、機構が業務を円滑に

行うことが可能となる。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

なし。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

平成30年度財政投融資計画 産業投資639億円 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

機構の資本金等の額に、上記産業投資予算額が加算されて課税標準となる。 

要望の措置の 

妥当性 

本措置を講じることにより、機構において利益に関わりなく流出する租税公課が減額され、貸

借対照表の純資産の部が改善し、財務基盤が維持・強化される。これは、利益に関わりなく流

出する租税公課の分を事後的に追加出資や補助金等で手当てするよりも執行コストが小さく妥

当である。なお、株式会社地域経済活性化支援機構及び民間資金等活用事業推進機構でも同様

の措置が講じられている。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

－ 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

－ 

前回要望時の 

達成目標 

－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

－ 

 

 

 

これまでの要望経緯 

－ 
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